
事業事前評価表 

 

国際協力機構 

東南アジア・大洋州部東南アジア第六・大洋州課 

 

１．案件名（国名） 

国名：フィジー共和国 

案件名：広域防災システム整備計画 

The Project for Improvement of Equipment for Disaster Risk Management 

 

２．事業の背景と必要性  

(1) 当該国における防災セクターの現状と課題 

フィジー国では、気候変動によると推測される海面上昇、サイクロンの大型化による洪

水の発生や家屋・インフラの損壊、旱魃による水資源不足等の自然災害は年々大きな脅威

となってきており、その被害を低減し、自然災害への適応力を高めていくことが求められ

ている。一般的に、フィジー国を含む大洋州島嶼国は、国土が狭小で低標高であるため自

然災害に対して非常に脆弱であり、防災についての戦略的な対策の展開が喫緊の課題であ

る。こうした状況の中、太平洋諸島フォーラム（Pacific Islands Forum; PIF）、大洋州

地域機構評議会（Council of Regional Organization in the Pacific; CROP）、大洋州災

害リスクパートナーシップ・ネットワーク等の数々の枠組みやイニシアチブの中で防災に

ついての取り組みが行われている。 

一方で、各国における防災関連政策及び整備の実施体制は、資金面・人材面ともに非常

に脆弱である。そのため各国独自の取り組みだけでなく、地域間での人材派遣や情報伝達

ネットワークの構築により、各国が互いの不足を補う効果的な支援を行う必要がある。 

フィジー国における気象関連業務を所掌するフィジー気象局（FMS）は、世界気象機関

（WMO）により南西太平洋地域の「熱帯低気圧プログラムに参画する地域特別気象中枢」

（Regional Specialized Meteorological Centre for Tropical Cyclone Programme; RSMC 

for TCP）として指定されており、フィジー国内のみならず南西太平洋地域のサイクロンの

予報、警報発出の役割を担うと共に、大洋州地域の気象予報を行っている。また、大洋州

地域の気象分野の人材育成の中心的な役割を担っている。 

しかしながら、FMSの観測網は十分に整備されているとは言えず、フィジー国においても

潮位やサイクロン等に対する精度の高い予測、情報分析、情報伝達システムの強化等の防

災体制には改善すべき課題が多い。 

 (2) 当該国における防災セクターの開発政策における本事業の位置づけ及び必要性 

フィジー政府により2006 年に作成された「国家災害管理計画」に基づき、フィジー気象

局は、事業計画（Fiji Meteorological Service Business Plan 2012 January-December）

を立案し、気象観測機材の更新及び観測データのオンライン化を進め、気象図の自動作成

等を通じてより正確で迅速な観測が可能な体制を構築することを目指している。本事業は

正確で迅速な観測体制の構築に資するものであり、上述の課題を解決するため、その必要
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性は高い。 

(3) 防災セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

対大洋州地域JICA国別分析ペーパーにおいて「防災」分野における「大洋州広域の包括

的な予警報ネットワークの確立」が重点課題であると分析している。また、第6回太平洋・

島サミットで採択された「沖縄キズナ宣言」では、東日本大震災の経験を共有すべく、協

力の5本柱の1つとして「自然災害への対応」が掲げられている。加えて、対フィジー事業

展開計画における援助重点分野「環境・気候変動」の「防災プログラム」では「自然災害

への対応能力と気候変動への適応能力の強化を支援する」と定めている。本事業はこれら

分析、方針に合致する。 

なお、我が国の無償資金協力により、1996 年にフィジー気象局の施設が建設され、1998

年に気象衛星画像受信装置等の気象観測・予報用機材が整備された。また、同局を拠点と

して大洋州11か国の気象予報官を対象にした研修が2007年より2012年まで実施されてい

る。本事業により整備される機材を活用して、フィジー「大洋州地域気象観測警報能力強

化」（技術協力プロジェクト）にて気象局の能力向上を支援する予定であり、サイクロン

等のより精度の高い気象情報が気象局により観測されるようになることが期待される。 

(4) 他の援助機関の対応 

 韓国国際協力団（KOICA）は、「フィジー及び南太平洋州における災害危機低減計画」に

て FMS を対象に通信・海洋気象衛星のデータ通信システムの導入等の支援を行っている。 

 

３．事業概要  

(1) 事業の目的 

本プロジェクトは、気象・海象観測及び通信機材の導入により、サイクロンによる高潮

等の異常潮位及び大雨や落雷等の観測を行うとともに、ほぼリアルタイムでのフィジー気

象局（FMS）への観測データの収集を図り、もって同国における自然災害を引き起こす要因

の観測を行う体制の整備・強化に寄与することを目的とする。 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

フィジー国全土。人口は約86.8万人（2011年、世界銀行）。 

(3) 事業概要 

1) 土木工事、調達機器等の内容  

・潮位計測システム 1 箇所 

・VSAT 衛星通信観測システム 5 箇所 

・ウィンドプロファイラーシステム 1箇所 

・自動気象観測装置（AWS）1 箇所 

・較正装置 1 式 

・雷検知システム 6 箇所 

2) コンサルティング・サービス/ソフトコンポーネントの内容 

・入札図書の作成、入札と契約補助、機材設置工事の監理にかかるコンサルティング・

サービスを実施する。 
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・ソフトコンポーネントは実施しない。 

(4) 総事業費/概算協力額 

 総事業費 3.37 億円（概算協力額（日本側）：3.00 億円、フィジー国側：約 37 百万円） 

(5) 事業実施スケジュール（協力期間） 

2013 年 5 月～2015 年 2 月を予定（計 19 ヶ月。詳細設計、入札期間を含む） 

(6) 事業実施体制（実施機関/カウンターパート） 

監督責任機関：土木・運輸・公益事業省（MWTPU） 

実施機関  ：フィジー気象局（FMS） 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：Ｃ 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010

年 4 月公布）上、環境への望ましくない影響は最小限と判断されるため。 

2) 貧困削減促進：特になし。 

3) 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者配慮等） 

：特になし。 

(8) 他事業、ドナー等との連携・役割分担 

別途フィジー国より要請されている「大洋州地域気象観測警報能力強化プロジェクト」

では、本事業で整備される機材を活用し、フィジー国を中心に大洋州地域全体の気象分野

の能力向上を目的として実施することを検討している。 

(9) その他特記事項 

 特になし。 

 

 

(1)事業実施のための前提条件 

・フィジー国側により機材設置用地の確保及び電源引き込み工事が施工開始までに実施

される。 

(2)プロジェクト全体計画達成のための外部条件 

・フィジー国の気象観測セクター、防災セクターに関する政策が変更されない。 

・ 地震等の大規模な自然災害が発生しない。 

・ テロ及びクーデター等の突発事態が発生しない。 

 
 

(1)類似案件の評価結果 

 モンゴル国「気象観測・予報設備整備計画」の事後評価では、無償資金協力で整備され

た機材を有効に活用するため、機材の運用や保守点検に関する人材育成を技術協力として

実施することが望ましいとの教訓が得られている。 

４. 外部条件・リスクコントロール 

５. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
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(2)本事業への教訓 

 本事業で整備された機材を一層有効に活用するために、気象分野の技術協力プロジェク

トの実施を検討している。 

 

６. 評価結果 

以下の内容により本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 

(1) 妥当性 

本事業は、気象・海象災害等の災害リスクの高いフィジー国において、気象・海象観測

能力の向上に資するものであり、フィジー国の防災分野における政策及び我が国の援助方

針にも合致していることから、本事業の妥当性は高い。 

(2) 有効性 

1) 定量的効果 

指標名 
基準値 

（2012 年） 

目標値 

（2018 年）【事業完成３年後】 

潮位観測・間隔時間 60 分 30 分 

潮位観測所数 2 箇 3 箇所 

衛星伝送による連絡箇所 0 箇所 

（現在は電話や無線に

よる連絡のみ） 

5 箇所 

高層風観測 ラジオゾンデ：1 箇所 ウィンドプロファイラー：1 箇所

ラジオゾンデ：1 箇所 

高層風観測の頻度 1 日に 2 回 最多で 10 分に 1 回 

首都圏における自動気象観

測装置 

0 箇所 1 箇所 

雷検知器範囲 ナンディ空港から半径

56km 程度 

ビティ・レブ島及び 

バヌア・レブ島のほぼ全域 

  

 2) 定性的効果 

・フィジー全国への災害情報伝達が円滑となり、防災体制の改善が期待される。 

・急激な気象の変化等の迅速な伝達が可能となり、漁業活動や航空機運航等においてよ

り一層の安全が確保される。 

 

７. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる主な指標 

  6.(2) 1)のとおり。 

(2) 今後の評価のタイミング 

  ・事後評価    事業完成３年後 

以 上 


